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• 不動産ベース・レジストリとして、「地図情報」「各種図面情報」を整備することで、 地図証明書、各種図面
証明書の公用請求の削減を通じて、国・地方公共団体における行政運営の効率化として、少なくとも、５
年で最大59.4億円の政策効果が見込まれる。

• その他にも、登記情報検索・取得の容易化（地図上での登記情報の検索）も期待される。（「地図によ
る検索イメージ」参照）

• 加えて、地方公共団体との関係では、仮に、不動産ベース・レジストリにおいて、登記事項証明書に記載の
情報が整備されたとしても、 「地図情報」「各種図面情報」が利用可能とならない場合は、地図証明書又
は各種図面証明書の公用請求の際に、登記事項証明書の公用請求を併せて行うと9割の団体が回答し
ている。（地図情報・各種図面情報の整備による政策効果だけでなく、5年で最大109.2億円※の政策
効果も達成できない恐れ）※登記情報の整備による効果

地図情報・各種図面情報の整備による政策効果

年度 2026~2027 2028 2029 2030 2031 2032
類計

効果
国民／行政の別 ― 国民 行政 国民 行政 国民 行政 国民 行政 国民 行政
データベースを利用した
登記情報の確認 ― ― 3.96億円 ― 7.92億円 ― 11.88億円 ― 15.84億円 ― 19.8億円 59.4億円
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• 地図情報・各種図面情報の整備により、現在、国や地方公共団体の職員が法務局に対して行う公用請
求を削減可能。

• アンケート調査やヒアリングにより、国の職員は年15,820回（「参考１ 国の行政機関による利用」参
照）、地方公共団体の職員は年592,259回（「参考２ 地方公共団体による利用」参照）公用請求
をしていると推計。

• 公用請求１回あたり、1.5時間要すると仮定すると、総計19.8億円分の事務負担の軽減が図られる見込
み。

積算

2,615（円/時間） (※１) ×1.5（時間）×15,820（件）＋ 2,163（円/時間） (※２) ×1.5（時間）
×592,259（回）＝1,983,638,276（円）

(※１)「令和６年国家公務員給与等実態調査」より試算。
(※２)「令和５年地方公務員給与実態調査結果の状況」より試算。
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＜地図情報を利用する事務＞
1. 課税標準の算定：路線価方式による評価額算定のための地図情報を用いて土地の位置・形状の確認。
2. 開発事業等の許認可・届出審査：事業計画の審査における、設置候補地が法令による制限対象区域
（林地開発等）に該当可否の確認や、近隣地番との位置関係を調査における不適切な事業分割や申
請内容との整合性の判定。

＜各種図面情報を利用する事務＞
1. 滞納処分等における物件状況の照合：滞納処分（差押え）に向けた財産調査における地積測量図や
建物図面を用いた登記上の面積と実測値との差分の確認、建物の越境状況、未登記の増築部分の有
無等の照合、差押え対象となる財産の範囲の正確な把握

【利用件数】
• 国の職員が法務局への往訪・郵送により公用請求で取得する合計件数は、年15,820件※。
※ デジタル庁によるヒアリングによる算出。

参考１ 国の行政機関による利用 利用業務・件数
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＜地図情報を利用する事務の例＞
1. 課税標準の算定：路線価方式による評価額算定のため、地図情報を用いて土地の位置・形状の確認
2. 公共事業（道路整備等）の用地取得：整備候補地の選定から用地買収における事業計画上の位置
と公図・現況の整合性確認、および対象地・隣接地を含む権利者への接触（現地調査・郵送）のため
の所在特定。

3. 指導監督・是正対応：違法建築是正や空き家対策等の対象物件の正確な位置確認・所有者特定。
＜各種図面情報を利用する事務の例＞
1. 滞納処分等における物件状況の照合：滞納処分（差押え）に向けた財産調査における、地積測量図
や建物図面を用いた登記上の面積と実測値との差分の確認、建物の越境状況、未登記の増築部分の
有無等を詳細に関する照合による差押え対象となる財産の範囲の正確な把握。

2. 公共事業（下水道敷設等）の計画・施工：道路拡幅や下水道敷設等の計画・施工における、地積測
量図等を用いた地図（公図）では読み取れない正確な座標や境界形状（折れ点等）の把握等、民
有地への越境防止や境界立会業務の効率化。

参考２ 地方公共団体による利用 業務・利用件数

都道府県 政令市 政令市以外の市区町村 計
地図情報 68,921 16,003 223,048 307,973
各種図面 55,866 15,822 212,598 284,286

計 592,259

地方公共団体における利用件数想定

※デジタル庁作成。
※アンケート結果より、規模別（都道府県・政令市・政令市以外）の平均値を算出し、全ての地方公共団体における利用件数を推計。
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• 令和７年8月～10月にアンケート調査を実施し、地図情報については、694自治体（4,092課室）から、
各種図面情報については791自治体（3,502課室）から回答を得た。

• 年間利用件数は以下の通り。
• また、地方公共団体からは、地図情報又は各種図面情報を利用していると回答した地方公共団体のうち
の約９割が、仮に、登記情報に限ってオンラインでの取得が可能となったとしても、地図情報又は各種図面
情報がオンラインで取得できない場合、登記情報とあわせて「一括して請求（取得）する」「一括して請求
（取得）する可能性が高い」と回答している。

• 登記情報に限ってオンラインでの取得が可能となった場合は、公用請求にかける自治体の業務コストは下が
らず、また、公用請求数についても大きく減少せず、不動産ベース・レジストリとして元々想定していた政策効
果が実現できない恐れ。

地方公共団体に対するアンケート調査 結果概要

自治体数 課室数 件数（年）
地図情報 636 3285 1,475,317
地積測量図 743 2841 1,190,631
土地所在図 688 1866 1,028,829
地役図面 367 643 415,100
建物図面 625 1314 567,501
各回平面図 570 1034 448,167

※デジタル庁作成。
※アンケート結果より、集計。
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年度 2028 2029 2030 2031 2032
国民／行政の別 国民 行政 国民 行政 国民 行政 国民 行政 国民 行政

①書類添付の削減 1.7億円 ― 3.4億円 ― 5.2億円 ― 6.9億円 ― 8.6億円 ―

書類添付の削減（API） ― ― ― 2.1億円 ― 4.2億円 ― 6.2億円 ― 8.3億円

④登記事項確認のオンライン化 ― 20.2億円 ― 40.4億円 ― 60.5億円 ― 80.7億円 ― 100.9億円

計 1.7億円 20.2億円 3.4億円 42.5億円 5.2億円 64.7億円 6.9億円 86.9億円 8.6億円 109.2億円

不動産登記ベース・レジストリ

参考①～④の政策効果の合計 2025年３月31日
第1回ベース・レジストリ推進有識者会合
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• 地名を入力すると、当該地域が表示される。

地図上での登記情報の検索（イメージ）①
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• 地図から登記情報を検索可能。

地図上での登記情報の検索（イメージ）②
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• 地図上で地域を指定し、一覧で取得することも可能。

地図上での登記情報の検索（イメージ）③
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